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日本の水道

100年以上前から築き上げた
豊富・安全・安価な水道

• 国連加盟１９３カ国のなかで
水を蛇口から直接飲めるのは、
わずか１６カ国

• 水道管から漏れ出している水の
割合（漏水率）は世界平均
で３０～４０％なのに対し、
日本は全国平均で７％以下
（東京都は３％以下）

（※上記、元国連環境審議官・吉村和就
氏分析から引用）

• 料金も月20トン使う家庭用の
平均料金は、2018年4月時点
で3,244円（※通信、電力ガ
スより安い）

日本初の近代水道

神奈川・・・1887年から
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出典）厚生労働省資料に一部加筆

水道事業のビジネスモデル

► 水道事業とは、需要に応じて飲用に適する水を水道により供給する事業。

► 主に①取水、②浄水、③送配水、④お客様対応（各種申込対応、料金徴
収等）により構成される。

①取水・
導水 ②浄水 ③送水・配水・給水

④料金徴収・
お客様対応

検針、料金徴収

水源は、
・ダム
・河川水
・湖沼水
・地下水
など事業の立地
により様々

図 典型的な水道事業の流れ
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10万人～数十人単位の事業が約8,000存在

► 市町村単位、集落単位などで独立した水共有システムが数千存在している。

► 規模が小さくなるにつれて、公営の比率は減り、地域の集落などによる運営のものが増え
る。

出典）日本水道協会「平成29年度水道統計」より作成

種類 定義 事業数と事業主体 給水人口

水
道
法
の
水
道

※

市
町
村
経
営
原
則

水道事業 給水人口
5,001人以上

1,347事業（＠9万人）
うち公営1,338事業(99%）

1億2,131万人

簡易水
道事業

給水人口
101人以上
5,000人以下

3,561事業(＠690人)
うち公営2,897事業(81%)

246万人
(水道と簡水計

1億2,377万人)

水
道
法
枠
外

飲料水供給
施設

100人以下の
小規模水道

3,209施設（＠50人）
うち公営861施設（27%）

16万人

個人用井戸
等

不明 不明 不明

（参考：日
本の人口）

ー 1億2,762万人
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水道事業は独立採算の原則があるが、
簡易水道には手厚い国庫補助制度あり

出典）兵庫県資料

建設改良投資の半分が公費対象
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民(集落)営が多い「飲料水供給施設」

浜松市山間部集落の
飲料水供給施設

• 水道法の水質規制の枠外で自治体が必要に応じて衛生対策をする。
• 公設民営方式で集落で管理（高齢化等で管理困難になっている施設も）
• 水道事業の施設ではないので、水道会計からは切り離されている。運営維持

には自治体一般会計から助成金が出ている場合が多い。

出典）筆者撮影
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水道法上の給水義務は「給水区域の中」での義務

出典）経済産業省資料
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水道事業の３つの課題

その１ 収益減

①人口減少

②節水
（一人あたり有収水量はH20年度の114トン/年

からH29年度は109トン/年に5%減少

③地下水移行等

その２ コスト増

①老朽化した水
道管、浄水場の

更新投資増
（による減価償却費、支払利

息の増加）

全国で、平成20～29年の10年間で
2.8兆/年から2.68兆/年へ水道料金収入が

5%減少

67万キロの管路網が老朽化。
現在0.75%の年間管路更新率を1.14%に
引き上げないと老朽管の健全化が進まない。

その3 職員減 ・H20年度の5.1万人からH29年度の4.4万人へ10年で
10%減。また、人口1万人未満では平均3名で運営。
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水道から地下水へ、大口ユーザーの「スイッチング」

出典）地下水関係事業会社ウェブサイト
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老朽施設による漏水事故の発生

► 平成29年度末時点での和歌
山市内の管路総延長は、
1,496kmで、そのうち16.1％
（240.3km）が布設後40
年以上経過。

► 人口30万以上～政令市未満
の同規模都市は18.6%なの
で、和歌山市は平均以下。

► 大阪市は46.5%が法定耐用
年数超過（導・送・配水管対
象）と特に老朽化が進んでい
る。

出典）和歌山市水道事業経営戦略

当初に漏水が疑われた
800ミリ管の布設年度

► フランスでは、多数の振動音感知センサーを
設置して漏水監視するといったITによる管理
が進んでいる。



Page 11

3,187 

4,195 
4,358 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24 ’25 ’26 ’27 ’28 ’29 ’30 ’31 ’32 ’33 ’34 ’35 ’36 ’37 ’38 ’39 ’40

 2040年度までに水道料金の値上げが必要と推計される事業体は、分析対象全体の約

90%に及び、全国平均値では36%の料金値上げが必要と推計される。

 水道料金の全国平均では、平均的な使用水量の場合、現在3,187円/月であるのが、

4,000円/月を超えると推計される。また、個々の事業体間の水道料金の格差は、現在の

9.1倍から、19.6倍に広がる。（下図参照）

 給水人口の少ない事業体ほど、料金改定率が高い傾向にある。

※事業体別の推計結果についてもインターネットにおいて公表。

人口減少時代の水道料金はどうなるのか
～全国個別水道事業体の将来料金を推計

(円/20㎥)

全国の水道料金

（20㎥使用時）の推移予測

最大料金 6,841
最少料金 750

22,239
1,130

22,239
1,130

・・・
・・・

・・・
・・・

料金格差
（倍）

9.1 19.6・・・ ・・・ 19.6

※）本推計では、赤字となる年度に一度に値上をする想定をしているが、実際には段階的に値上げが行われるため上図よりも
緩やかに料金が上がると考えられる。また、推計対象は、人口5,001人以上の水道事業である。

趨勢＝水道料金の水準は上昇していく！（公でも民でも）
水道事業の財政的持続性、「低廉」性を少しでもベターに確保可能
な経営の必要性！

EY新日本有限責任監査法人
及び水の安全保障戦略機構共同研究
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同一地域内でも改定なしから100%（倍）改定ま
で様々

 地域別では、北海道、東北及び北陸地方において料金改定率が高い傾向がある。
 北海道、東北、北陸の３地方では、50％以上の事業体において料金改定率が30%以上となると推計される。

地域別構成
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水道法の一部を改正する法律
（平成30年法律第92号）

＋法１４条（料金設定）について、「健全な経営を確保できる」設定をするように文言追加した。
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広域化の先進事例
香川県の県内１水道化（企業団）事例

出典）香川県広域水道企業団資料より抜粋

H20年議論開始→H30年簡易水道も含めて管理一元化→H40年料金統一(予定)

料金統一まで含めれば20年単位の試み。統合後も計画な人員採用、育成が必須。
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水道事業における官民連携の状況

出典）厚生労働省「水道の維持管理等に関する現状等について」（平成30年11月2日）

既に民間活用が行われており、1714箇所で民間委託

※下水道事業は９割の下水処理施設で民間委託を導入済。
（水道よりも民間委託をしている傾向）
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水道法改正案における水道コンセッションの新方式

地方公共団体

水道事業認可
廃止

運営権者

水道事業認可
取得

地方公共団体

水道事業認可

運営権者
(水道運営事業技
術管理者の設置)

厚労大臣

許可

運営権契約

【改正前の水道法】

【改正後】

► 2011年PFI法改正では地方公共団体の水道事
業認可が廃止となる。そのため、非常時の自治体で
の対応等を念頭に懸念を示す事業体もあった

► 施行されれば、地方公共団体に認可を残し、また、
国が許可する形で関与する「ガバナンスを強め
た」下記の方式を採用することも可能になる

運営権設定

運営権契約

運営権設定 申請

自治体水道局
（水道事業認可保有)

公共施設等
運営権者

（民間事業者）

公募で選定された
事業者に運営権設定

施設
所有権

公共施設等
運営権

お客様
サービス提供

利用料金支払

運営権実施契約
や要求水準書等

運営権実施方針
条例（自治体）

自治体が実施する場合、条例で運営権者が設
定可能な料金の上限を定めることなどができる

モニタリング

公共施設等運営権制度とは・・・
 利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま、施設

の運営権を民間事業者に設定する方式（平成23年度のPFI法改正により導入）
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感情論先行？細分化された事業は誰がやっても厳しい？

► TVコメンテーター

「海外の民間水道は、200事例以上が再公営化
している」

「民間水道になると料金高騰。水道管が老朽化し
たまま放置される」

「水道は公共的なので民に任せられない」

「採算性悪い小規模水道経営は民はやらない」
などなど

朝日新聞 2018年12月7日 朝刊
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フランスにおける上下水道の運営手法

► 水道では、再公営化と民活開始の件数は同数。また、下水道では、150事業が民間運営に移行した
のに対して、再公営化した事業は80事業。このように民→官と官→民の両方の流れが存在。

► また、水道事業の6割（人口ベース）はコンセッション契約などの民間への運営委託契約により実施
されている。

出典：フランス生物多様性機構（AFB＝独立行政法人)「上下水道関係サービスの状況について（2015年のサービスの概況と業務成果につい
て）」、2018年9月発刊（原題：Observatoire des services publics d’eau et d’assainissement. Panorama des services et de 
leur performance en 2015）

図表 上下水道事業における2010年から2015年における運営形態変化の状況

水道

約12,000
事業体

下水道

約15,000
事業体

事例数に対する分母
公営からDSPに

移行した事業

DSPから公営に

移行した事業

公営からDSPに

移行した事業

DSPから公営に

移行した事業

移行事業数 68 68 150 80

総事業数に

占める比率
0.6% 0.6% 1% 0.6%

DSPの純増数

対象事業人口

（2015年）
1,112,590 635,363 1,164,745 786,523

0 70

水道事業 下水道事業
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今後想定される広域化と民間化の流れ

Ph1 広域化 Ph2 民間化 Ph1 民間化
Ph2 広域化
（受け皿化）

A中核市水道

C簡水B町水道

New 水道企業団 民間事業者
民間活用

（＋出資の場合も）

株主 株主

民間事業者
(3セクの場合も？)

株主 株主

D政令市水道

民間活用

（＋出資の場合も）

E市水道

F町水道

G簡易水道

論点：公共が広域化の利害調整をスムーズに成功さ
せられるか。

パターン１：広域化（事業統合）による規模拡大を先行 パターン２：受け皿会社を設立するモデル

論点：民間事業者の経営と地域の事業継続を両立
させるためには公の関与や仕切りが必要。

公共の強い政策イニシアティブが必要
（海外では広域化を法令上義務化（英仏））

契約や
出資

民活契約（コンセッション契約など）の内容などを通じ
て、民の行動を地域最適化に近づけられるか？

（※では公マジョリティ/100%出資会社ではどうか？）

広域化
広域的運営

飲料水供給施設

飲供
施設
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群馬東部水道企業団における、官民出資会社への
包括的な民間委託の事例

► 広域化と官民連携の組合せ事例(旧町の水道施設管理も担う)

太田市

館林市

みどり市

板倉町

明和町

千代田町

大泉町

邑楽町

3

市

5

町
の
水
道
事
業
が
水
平
統
合

群馬東部水道企業団

（2016年4月発足）

広域化（事業統合）

2017年4月事業開始

（契約期間8年間）

官民連携（施設運転管理のみならず、施設整備や料金
徴収等も含む包括的なもの。※コンセッションではない）

＋
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広島県 「水みらい広島」 の地域受け皿会社モデル

► 官民出資方式(民

65%、県35%)で、包括

委託受託企業（水みら

い広島）を2012年に設

立

► 県内他地域への横展開

もしており、呉市からも出

資を受け、業務受託を開

始（2019年より）
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浜松市下水道コンセッション開始初年度の状況

► 浜松市では、20年にわたるコンセッション契約（日本初）を民間企業と締結して、2018年から事業開始。

（出典）浜松市上下水道部講演資料

修繕等の内製化 独自設備の増設（自己負担）

► 修繕内製化や、独自設備（自己負担）を増設しての効率化、など「長期・包括」的な契約ゆえと考えられ
る取組みが見られ始めている。

► 従来の委託では、発注者の判断が必要と考えられ、また、数年の事業期間では投資コストの回収が難しいと
考えられる（自治体が買い取らなくてはならない可能性）
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今後の簡易水道や飲料水供給施設をどうするか

► 今後の簡易水道や飲料水供給施設を誰がどのように管理していくのかを考える
際には、水道広域化の文脈だけではなく、他のサービスの提供単位と足並みを
揃えた議論も可能？

► 事業統合以外では、都市部水道との間の財源配分をどうするかも同時に議論
しないと、いずれにせよやっていけない？

簡易水道や
飲料水供給施設

事業統合された水道事業

上下水管理受皿会社

簡易水道や
飲料水供給施設

受皿の親
元自治体
の水道

他市
水道

簡易水道
や

飲供施設

地域の
生活サービ

ス

地域の
エネルギー

水道

簡水

地域インフラ・生活マネジメント会社

水道事業の中での垂直管理の観点 地域を軸にした水平的管理の観点

事業統合型 受皿会社による管理型 地域インフラ管理主体型

財源も再配分可能だが時間かかる 財源がないのでおいしくない？ 財源がないのでおいしくない？
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まとめ

► 水道事業は伝統的に市町村経営の原則でやってきたが、収益
減、施設老朽化、職員減少により厳しい経営環境。

► 日本で志向されているボトムアップ広域化は、料金格差等から時
間がかかるが、いずれにせよ水道の広域的管理運営は必要
► 広域化さえすれば万事安全ともいえない。公共として組織体制を強化（長

浜水道企業団は委託を止めて職員採用強化）するか、群馬東部のように
民と共同で事業をする形も。

► 広島県や小諸市（水みらい小諸）のように受け皿会社が、業務を受託し
ていく、というモデルも。

► 水道広域化の文脈の中で、簡易水道や飲料水供給施設（や小
規模な水道）を誰がどのように管理していくのか。他のインフラと合
わせた地域マネジメントの方向性はあるか。
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ます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバル

ネットワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メン

バーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グ

ローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提

供していません。詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY新日本有限責任監査法人について

EY新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファーム
であり、監査および保証業務を中心に、アドバイザリーサービスなど
を提供しています。詳しくは、www.shinnihon.or.jp をご覧ください。
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